
和光市学童クラブ（北、中央及び南エリア）の管理運営に関する年度協定書 

 

 和光市（以下「甲」という。）と地方自治法第２４４条の２に定める指定管理者（以下「指

定管理者」という。）である社会福祉法人和光市社会福祉協議会（以下「乙」という。）とは、

令和８年２月９日に締結した和光市学童クラブ（北、中央及び南エリア）の管理運営に関す

る基本協定書（以下「基本協定」という。）に基づき、管理運営に関する年度協定書（以下

「年度協定」という。）を締結する。 

 

 （年度協定の目的） 

第１条 年度協定は北、中央及び南エリアの和光市学童クラブ（以下、「本施設」という。）

の管理運営業務（以下「本業務」という。）の各年度の業務内容及び本業務の実施の対価

として支払われる指定管理料を定めることを目的とする。 

（年度協定の期間） 

第２条 年度協定の期間は、令和８年４月１日から令和９年３月３１日までとする。 

 （業務内容） 

第３条 甲及び乙は、令和８年度の本業務の内容は、基本協定第７条に定めるとおりである

ことを確認する。また、乙は、当該年度の事業計画書に基づき事業を行うこととする。 

２ 乙は、他の学童クラブ、わこうっこクラブ及び総合児童センター・児童館との効果的且

つ効率的な連携を行うものとする。 

（利用料金等の徴収） 

第４条 乙は、利用料金等の徴収に当たっては、利用料金等未納者が発生しないよう効果的

に実施するものとし、利用料金等未納者が発生した場合は、１０日以内に督促を行うとと

もに、適時、催告通知を実施するなど、必要な対応を行うものとする。 

２ 乙は、徴収すべき利用料金等について未納となった金額（以下「未納額」という。）の

うち、令和９年４月３０日までに徴収することが難しい令和８年度の利用に係る未納額に

ついては、令和９年５月１０日までに甲に対象者、対象月、月毎の額、総額を記入した上

で、書面をもって報告しなければならない。 

３ 前項に基づき報告を受けた未納額については、原則、乙から甲に利用料金債権を譲渡す

るものとし、その後は甲が当該債権の催告等を行うものとする。その場合における未納額

相当額の取り扱いについては、第６条第６項の定めによるものとする。令和９年５月１日

以降に乙が利用料金等未納者より令和８年度以前の各年度に係る未納額を受け取った際

には、その未納額は甲に移管するものとし、速やかに乙は甲に対し、対象者、対象月、月

毎の額、総額を記載した書面及び証明となる書類を添付して報告し、甲が指定する口座へ

振込を行うものとする。 

 （指定管理料） 



第５条 甲は、乙に対し、本施設の指定管理料を別紙のとおり支払うものとする。 

２ 乙は、甲に対し、指定管理料を毎月書面をもって請求するものとする。 

３ 甲は、前項の規定による請求が適正と認めたときは、当該書類を受理した日から３０日

以内に、乙に対し指定管理料を支払うものとする。 

４ 本業務に必要な事務用及び業務用パソコン、コピー機及び印刷機はリース対応とし、乙

が事業者と契約し、経費については指定管理料の範囲内で賄うものとする。 

（指定管理料及び利用料金等の精算） 

第６条 乙は、指定管理料のうち、金９３万円は基本協定第１５条第３項の修繕費に定める

乙の見積りによる１件につき１５万円（消費税及び地方消費税を除く。）以内の修繕に使

用し、年度終了後余剰金が発生した場合は、乙は甲に返還するものとする。 

２ 乙は、指定管理料のうち、金５３．２万円については基本協定第２２条第２項に定める

乙の見積りによる１件につき５万円（消費税及び地方消費税を除く。）以内の物品等の購

入に使用し、年度終了後余剰金が発生した場合は、乙は甲に返還するものとする。 

３ 乙は、基本協定第３１条第２項に基づき、計画していた事業を中止し、又は職員を配置

せず、若しくは職員の雇用形態を変更する等事業計画に定めた本業務を実施しなかった場

合は、本業務を実施しなかったことにより生じた指定管理料の残額又は実施しなかった本

業務の予算額に相当する額を甲に返還しなければならない。 

４ 乙は、年度終了後に指定管理料及び利用料金等（第１項、第２項に規定する不用額及び

基本協定第２９条第２項に定める乙が甲に返還する金額を除く。）の合計額から、本業務

に要した経費の額を除して得た額に残額が生じた場合は、当該残額を余剰金とし、当該余

剰金の額に１００分の３０を乗じて得た額（１円未満切捨て）を甲に返還するものとする。 

５ 前項における指定管理料及び利用料金等の余剰金の算出にあたっては、以下の各号に定

めるとおりとする。なお、乙は甲に対し、相当額の算出根拠を書面をもって提出しなけれ

ばならない。 

（１）指定管理料については、第５条第１項に定める金額とする。なお、年度協定の変更に

より指定管理料が変更となる場合には、変更後の金額とする。 

（２）利用料金等については、公募選定により乙が提案した収支計画書における収入額に、

１００分の５を乗じて得た額（１円未満切捨て）に相当する金額を、当該年度の利用

料金等の実績額から除して算出するものとする。 

６ 乙は、前項に基づき余剰額を算出する場合、第４条第２項に定める未納額がある場合は、

相当額を除して算出をするものとする。ただし、第４条第１項の定めについて、甲が乙の

対応を適切ではないと判断した場合は別途協議をするものとする。 

７ 甲は、第４項に基づき提出を受けた算出根拠及び令和８年度の学童クラブの利用実績を

踏まえ、乙に精算額を書面をもって通知するものとする。 

  （返還額の決定） 



第７条 第６条各項に基づく指定管理料の精算額については、甲乙確認後、甲は乙に精算・

返還額を書面をもって通知するものとする。 

２ 乙は前項の定めにより甲より通知を受け、精算・返還額が発生している場合、甲が定め

る期日までに返還をしなければならない。その場合における返還先は「埼玉りそな銀行 

和光支店」の指定口座とする。 

（物品等の管理） 

第８条 乙は物品等について台帳を整備し、適正な管理に努めるものとする。 

２ 乙は、基本協定第２２条に定める備品Ⅰ種及び備品Ⅱ種について廃棄をする場合、事前

に甲に報告しなければならない。 

（情報の開示） 

第９条 企画提案書の情報公開の開示請求があったときは、甲が条例に基づき開示するもの

とする。 

（研修の参加） 

第 10 条 乙は、甲が開催する研修会等（人権・個人情報保護等）に施設職員が参加するこ

とについて、配慮するものとする。 

２ 乙は、職員に対して、施設の管理運営に必要な研修（接遇、人権、個人情報保護等）を

実施すること。 

 （疑義等の決定） 

第 11 条 年度協定に定めのない事項については、基本協定によるものとする。基本協定に

も定めのない事項については、甲と乙の協議の上、これを定めるものとする。 

 

 

   令和８年４月１日 

 

 

                 甲  埼玉県和光市広沢 1番５号 

                    和 光 市 

                    和光市長   柴﨑 光子 

 

 

                 乙  埼玉県和光市南１丁目２３番１号 

                    社会福祉法人 和光市社会福祉協議会 

                    会  長  木田 亮 

 

 



別 紙 

 

月 指定管理料 

４月 32,643,680 円 

５月 32,643,680 円 

６月 32,643,680 円 

７月 32,643,680 円 

８月 32,643,680 円 

９月 32,643,680 円 

１０月 32,643,680 円 

１１月 32,643,680 円 

１２月 32,643,680 円 

１月 32,643,680 円 

２月 32,643,680 円 

３月 32,643,720 円 

合  計 391,724,200 円 

 

第二種社会福祉事業に該当する放課後児童健全育成事業に係る指定管理料は、消費税非課

税とする。 


